
























コーポレート・ガバナンス体制について 

 

 

 



適時開示体制の概要 

 

【決定事実の場合】 

  取締役会決議後、速やかに情報開示（ ① → ② → ③ → ④ → ⑤ ） 

【発生事実の場合】 

  発生後、情報取扱責任者の判断により状況に応じ、代表取締役社長への報告又は必要 

  に応じ取締役会決議を経て、速やかに情報開示（取締役会決議を経ない場合は報告） 

（ ① → ② → ④ → ③ → ⑤ ） 

                    もしくは （ ① → ② → ③ → ④ → ⑤ ） 

 

 

連絡 

調整 

公表文作成 

報告 

指示 

委任 報告 

⑤

④ 公表 

③ 

・決定事実の取締役会決議 

・発生事実の取締役会決議もしくは報告 

取締役会 

代表取締役社長 

各部門からの決定事実起案、発生事実の報告 

情報取扱責任者 関係役員 

経営企画部 

総務部 

経理部 

他、関係部署 

情報開示（同時に実施） 

(1) TDnet により公表文データを送信、適時開示情報閲覧サービス上に掲載される 

(2) 大阪証券記者クラブにおいて資料投函 

(1) インターネット上の当社ホームページに掲載 

(2) 社内イントラネット上に掲載し、社内周知徹底 

東京証券

取引所 

社内規程「内部者

取引管理規程」に

基づき情報管理

の徹底 

①

② 

調整 

連絡・報告 

指示 


